
















ウ 収入未済額・不納欠損額  

 収入未済額は 84 億円（対前年度 5 億円、6.0％減、H24：89 億円→H25：84 億円）に減少し

ています。 

  主なものは、県税で54億円、諸収入で29億円です。 

 不納欠損額は 5.2 億円（対前年度0.2 億円、4.1％増、H24：5億円→H25：5.2 億円）に増加

しています。 

  内訳は、県税4.9億円、諸収入0.3億円です。 

 

用語の説明 
 

・未収入特定財源 
予算の繰越手続により経費の一部を翌年度に繰り越して使用する場合には、これに見合った財源も

翌年度に繰り越さなければならないこととされている。この財源としては、当該年度の一般財源（県
税、地方交付税など使途が特定されておらず、どのような経費にも使用できるもの）や収入済みの特
定財源（使途が特定されているもの）のほか、当該年度には収入されていないが、翌年度に収入する
ことが確実な未収入特定財源が認められている。 
 
 

・地方法人特別譲与税 
平成20年の税制改正により、地域間の税源偏在の是正に対応するため、消費税を含む税体系の抜本

的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人事業税の一部を分離し、新たに地方法人特別税及
び地方法人特別譲与税が創設された。 
地方法人特別譲与税は、国税である地方法人特別税を都道府県が法人事業税と併せて徴収し国へ払

い込み、人口と従業員数で按分した額が国から都道府県に譲与されるものである。 
 
 

・地方特例交付金 
平成25年度における地方特例交付金は、「減収補填特例交付金」である。 
「減収補填特例交付金」は、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共

団体の減収を補填するために交付されるもの。 
 
 
・繰入金 

事業遂行に必要な財源が不足する場合などに、必要に応じて資金を繰り入れるもので、一般会計、
特別会計間相互の繰入金と基金からの繰入金の２種類がある。 
 
 

・地方消費税清算金 
都道府県は、地方消費税額に相当する額について、消費に関連した基準によって都道府県間におい

て清算（地方消費税清算金）する仕組みとなっている。また、地方消費税は都道府県税であるが、税
収入の1/2は「地方消費税交付金」として市町村に交付される。 

 
 
 
 
 











用語の説明 
 

・単年度収支 
前年度以前の影響を排除するため、前年度の実質収支を控除し、当該年度だけの収支を捉えるもの。 

 

・実質単年度収支 
単年度収支の中には、実質的な黒字要素や赤字要素が含まれていることから、これらを加除し、単

年度収支が実質的にはどうであったかを表すもの。 

単年度収支 ＋ 財政調整基金積立金 ＋ 地方債繰上償還額 － 財政調整基金取り崩し額 
（黒字要素）     （黒字要素）      （赤字要素） 

 



３ 特別会計の決算内容 

（１） 歳    入 
収入済額は 1,820 億円で、前年度と比べ、341 億円、23.1％の増となっています。 

また、予算現額に対する比較では、１億円の減収となっています。 

収入済額の主なものは、 

県債管理            1,607億円（対前年度425億円、35.9％増） 

総合医療センター資金貸付      16億円（対前年度 7億円、28.8％減） 

流域下水道事業          118億円（対前年度 27億円、18.6％減） 

などです。  
 

収入未済額は 40 億円で、前年度と比べ、2 億円、4.9％の増で、内訳は母子及び寡婦福祉資金貸付

事業4億円、中小企業者等支援資金貸付事業等35億円などとなっており、それぞれ生活困窮、経

営不振などによって発生しているものです。 

 

（歳入の内訳） （単位：百万円,％）

増減額 伸び率

160,666 160,652 - - - 42,479 35.9%

1,606 1,606 - - - △ 650 △ 28.8%

366 392 415 1 - 20 5.3%

998 987 4 0 - 19 1.9%

310 316 41 0 - △ 99 △ 23.8%

165 161 6 - - △ 209 △ 56.5%

763 1,091 21 - - 220 25.3%

370 370 29 - - △ 162 △ 30.5%

796 2,570 3,500 - - △ 721 △ 21.9%

184 188 - - - 49 35.2%

14,011 11,816 - - 2,373 △ 2,704 △ 18.6%

1,837 1,837 - - - △ 4,130 △ 69.2%

182,073 181,986 4,016 1 2,373 34,110 23.1%

148,212 147,876 3,830 1 1,796

金額Ａ－Ｂ 33,862 34,110 186 1 577

伸率Ａ／Ｂ(%) 22.8% 23.1% 4.9% 109.9% 32.1%

中 小 企 業 者 等 支 援 資 金
貸 付 事 業 等

港 湾 整 備 事 業
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流 域 下 水 道 事 業

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業
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前 年 度 Ｂ

母 子 及 び 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業

あ す な ろ 学 園 事 業

就農施設等資金貸付事業等

地 方 卸 売 市 場 事 業

林 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

沿岸漁業改善資金貸付事業

不納欠損額
未 収 入
特 定 財源

収入済額対前年比較

総合医療センター資金貸付

会 計 別 予 算 現額 収 入 済額 収入未済額

県 債 管 理

 

＊ それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。 

 

 

 





（２） 歳    出 
支出済額は 1,782 億円で、前年度と比べ 337 億円、23.3%の増となっています。 

支出済額の主なものは、 

県債管理            1,607億円（対前年度425億円、35.9％増） 

総合医療センター資金貸付      16億円（対前年度  7億円、28.8％減） 

流域下水道事業           112億円（対前年度 27億円、19.3％減） 

などです。 
 

翌年度繰越額は 25 億円で、前年度と比べ6億円、29.4％の増となっています。これは、流域下

水道事業によるものです。 
 

不用額は 14 億円で、前年度と比べ4億円、22.5％の減となっています。主なものでは、林業改

善資金貸付事業が4億円（対前年度1億円、21.3％減）、流域下水道事業で3億円（対前年度2億

円、35.8％減）となっています。 

（歳出の内訳） (単位：百万円、％）

増減額 伸び率

160,666 160,652 14 42,479 35.9%

1,606 1,606 0 △ 650 △ 28.8%

366 343 23 △ 3 △ 1.0%

998 987 11 18 1.9%

310 158 152 △ 60 △ 27.5%

165 159 6 △ 208 △ 56.7%

763 343 421 △ 149 △ 30.3%

370 30 340 △ 191 △ 86.4%

796 716 80 △ 792 △ 52.5%

184 182 2 51 39.0%

14,011 11,178 2,512 321 △ 2,676 △ 19.3%

1,837 1,837 0 △ 4,130 △ 69.2%

182,073 178,192 2,512 1,370 33,689 23.3%

148,212 144,503 1,941 1,768

 金額 A-B 33,862 33,689 571 △ 398

 伸率 A/B 22.8% 23.3% 29.4% △ 22.5%

港 湾 整 備 事 業

流 域 下 水 道 事 業

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

計 A

前年度 B

前年比

あ す な ろ 学 園 事 業

就農施設等資金貸付事業等

地 方 卸 売 市 場 事 業

林 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

沿岸漁業改善資金貸付事業

中 小 企 業 者 等 支 援 資 金
貸 付 事 業 等

不用額
支出済額対前年比較

総合医療セ ン ター 資金 貸付

母 子 及 び 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業

      会 計 別      予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

県 債 管 理

 

＊ それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。 











平成24 年 度 平成25 年 度

末 現 在 高 積 立 額 取 崩 額 末 現 在 高

財政調整基金 20,754 6,018 4,603 22,169

災害救助基金 1,065 2               1 1,066

都市計画土地区画整理事業清算基金 430 1               - 430

体育スポーツ振興基金 311 244 391 164

福祉基金 1,762 337 793 1,307

昭和学寮顕彰人材育成基金 482 1 47 435

庁舎等整備基金 740 489 303 926

中小企業振興基金 866 340 532 674

文化振興基金 522 66 165 423

地域交通体系整備基金 377 1             18 359

環境保全基金 1,392 191 182 1,401

発電用施設周辺地域振興基金               -               -               -               -

発電用施設周辺地域企業立地資金貸付基金 795 1               - 796

中山間ふるさと・水と土保全基金 649 1 17 633

介護保険財政安定化基金 2,175 160               -          2,335

森林整備地域活動支援事業基金 57 0             16 42

国民健康保険広域化等支援基金 484 29               -            513

高等学校等修学奨学基金 1,308 345 198 1,455

障害者自立支援対策臨時特例基金 366 1 367               -

後期高齢者医療財政安定化基金 1,693 595          1,000 1,288

ふるさと応援寄付金基金 2 2 4 0

ふるさと雇用再生特別基金               -               -               -               -

緊急雇用創出事業臨時特例基金          5,523 3,054 3,470 5,107

消費者行政活性化基金             81 45             56 70

安心こども基金          3,269 212          1,902 1,578

妊婦健康診査支援基金            144 0            144               -

自殺対策緊急強化基金            110 15             63 62

医療施設耐震化臨時特例基金            714 1,379            873 1,221

介護職員処遇改善等臨時特例基金            491 1            221 271

介護基盤緊急整備等臨時特例基金          1,701 3            886 817

社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金            921 54            904 72

高校生修学支援臨時特例基金            148 0             22 126

森林整備加速化・林業再生基金          5,153 1,670          5,121 1,702

グリーンニューディール基金               -               -               -               -

地域医療再生臨時特例基金          6,317 1,202          2,126 5,393

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例基金               0 0               0               -

新しい公共支援基金               3 0               3               -

南部地域活性化基金             54 0             40 14

災害ボランティア支援及び特定非営利活動促進基金             10 0               - 10

国民体育大会運営基金               - 200               - 200

海岸漂着物地域対策推進基金               - 270             96 174

地域経済活性化・雇用創出臨時基金               - 6,487               - 6,487

農地中間管理事業等推進基金               - 591               - 591

みえ森と緑の県民税基金               - 34             34               -

土地開発基金 2,475 37          1,800 712

県債管理基金          4,000 2,721             54 6,667

合   計 67,343 26,801 26,452 67,692

＊それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。

 基 金 の 状 況
(単位:百万円)

基 金 名
平 成 25 年 度 増 減 額

 



別表 款別の主な事業一覧
（単位：千円）

款 決算額 主な事業（細事業名） 事業費 担当部局

議 会 費 1,455,275 議会費(議員報酬等） 1,120,077 議 会 事 務 局

総 務 費 47,363,591 地震対策費 337,958 防 災 対 策 部

消防費 1,176,998 〃

県政だより事業費 153,413 戦 略 企 画 部

人事管理費（職員退職手当） 2,656,580 総 務 部

県庁舎等維持修繕費（県庁舎等維持修繕費） 567,937 〃

工業用水道事業会計出資金 1,146,808 地 域 連 携 部

市町村振興事業基金交付金 975,163 〃

木曽岬干拓地整備事業費 855,445 〃

市町合併推進事業費 620,061 〃

情報ネットワーク維持管理費 377,050 〃

総合文化センター管理運営費 678,359 環 境 生 活 部

新県立博物館整備事業費 1,533,521 〃

民 生 費 96,314,882 介護給付費県負担金 20,080,046 健 康 福 祉 部

後期高齢者医療費県負担金 15,545,565 〃

国民健康保険調整交付金 8,371,202 〃

障害者介護給付費負担金 5,872,499 〃

児童手当事業費 4,710,710 〃

国民健康保険保険基盤安定負担金 4,077,530 〃

児童入所施設措置費 2,407,941 〃

衛 生 費 26,607,318 精神通院医療事業費 2,895,120 健 康 福 祉 部

病院事業会計負担金 2,986,136 〃

特定疾患等治療研究事業費 2,133,241 〃

最終処分場確保事業費 277,451 環 境 生 活 部

水道事業会計支出金 1,339,352 〃

労 働 費 6,780,486 三重県緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 2,731,807 雇 用 経 済 部

起業支援型雇用創造事業費 1,186,561 〃

緊急雇用創出基金事業補助金 637,699 〃

農林水産業費 46,949,627 国営等関連対策事業費 7,378,293 農 林 水 産 部

森林整備加速化・林業再生基金事業費 5,893,691 〃

治山事業費 3,832,093 〃

高度水利機能確保基盤整備事業費 1,960,357 〃

県単治山事業費 1,186,822 〃

基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業費 1,157,707 〃

商 工 費 9,486,825 三重の活力を高める企業誘致促進事業費 1,493,379 雇 用 経 済 部

小規模事業支援費 1,283,122 〃

中小企業金融対策事業費 676,965 〃

土 木 費 90,768,903 四日市港振興事業費 1,885,512 雇 用 経 済 部

直轄道路事業負担金 13,450,572 県 土 整 備 部

公共土木施設維持管理費 8,058,703 〃

直轄河川事業負担金 7,095,170 〃

道路整備交付金事業費 6,539,360 〃

警 察 費 35,921,317 給与費 29,722,100 警 察 本 部

施設等運営費 944,352 〃

運転免許費 868,038 〃

国補交通安全施設整備費 626,700 〃




